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研究成果の概要（和文）： 

本研究は、日本と韓国の住民投票運動（新潟県巻町等においては原発建設問題、全羅北道扶
安郡では放射性廃棄物処理場建設問題を争点）を対象とし、(1)両国の問題解決行動における問
題解決プロセス、(2)それに影響を与えた地域社会のソーシャル・キャピタルを剔出し、(3)さら
に問題解決過程において乃至その結果として現出しつつある、結束型のソーシャル・キャピタ
ルから橋渡し型ソーシャル・キャピタルへの転換メカニズムを担い手のジェンダー・階層・世
代に着目しつつ明らかにするとともに両国における市民社会モデルを展望した。 

 
研究成果の概要（英文）： 

Local referendum has been used as a method to decide whether to build facilities that 

greatly influence regional society, for example, nuclear power plant, industrial waste 

treatment facilities, and military bases. In this paper, I analyze the case of Maki Town, 

where Japan's first referendum was held on the proposal to construct a nuclear power 

facility, and a majority voted against the proposal, which lead, in turn to the nuclear power 

facility project being abandoned. In this analysis, (1) the social network of the community, 

which had a significant effect on the solution process, is described, (2) the problem-solving 

process, and changes in the social capital and political culture as the result of this process 

is analyzed. (3) From the view-points mentioned, Maki's case is compared with the social 

protest against the plan to build nuclear facilities in Buan, North Jeolla province, South 

Korea, where people tried to solve the problem by the same means as that of Maki.   

Based on this comparative analysis, the results suggest that in local communities, public 

sphere are being constructed by the local residents through referendums, activating the 

social network.   
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研究分野： 

科研費の分科・細目：社会学・社会学 

キーワード：住民投票・市民社会・公共圏 

      政治文化・social capital 
 
１．研究開始当初の背景 

 現在、市民社会研究は非常に盛んである。

研究対象としては東欧・ロシアやラテンアメ

リカにおける民主化体制への移行研究に始

まり、最近では東アジアにおける民主化、さ

らに民主化の定着・強化において市民社会が

果たす役割が中心テーマとなっている。他方

で先進国においても「市民社会」研究が主要

な研究テーマの一つとされ、Putnam の

social capital 論以降、特にアメリカにおいて

市民社会の弱体化を social capital の衰退か

ら議論する諸研究が注目される（Putnum, 

1993＝2001）。 

本研究との関係で着目すべきはアジア諸国

における市民社会の比較研究である。例えば、

辻中らによる日本、韓国、中国、アメリカ、

ドイツの比較市民社会組織・比較利益団体研

究、アジア経済研究所の「ASEAN 諸国にお

ける市民社会の形成」研究、古屋野らアジア

社会研究会の「アジア社会における新中間

層」研究などがある。しかし、これらの研究

はアジア諸国の市民社会レベルの評価や類

型の設定にとどまり、「リスク社会」（ベック）

としての現代社会が抱える解決課題－科学

技術へのコントロール・分配正義・環境・福

祉・教育・男女共同参画に対応するための実

践的課題としての市民社会の構築可能性へ

の解答を与えるものではない。 

 

２．研究の目的 

 本研究は、日本と韓国の住民投票運動(新
潟県巻町党の原発建設党に係る住民投票運
動党)と全羅北道増やす郡の放射性はいき処
理場建設に係る住民投票運動）を対象とし、
(1)両国の問題解決行動における問題解決プ
ロセスを、政治的機会構造論、フレーミング

を用いて明らかにするとともに、(2)それに
影響を与えた地域社会のソーシャル・キャピ
タルを剔出し、(3)さらに問題解決過程にお
いて乃至その結果として現出しつつある、結
束型のソーシャル・キャピタル bonding 
social capital から橋渡し型ソーシャル・キ
ャピタル bridging social capital への転換
メカニズムを担い手のジェンダー・階層・世
代に着目しつつ明らかにし、両国における市
民社会の今後のモデルを展望するとともに、
その実現可能性を探ることを目的とした。 
 
３．研究の方法 

 本研究では２でも述べたように、両国の問

題解決行動を政治的機会構造論、フレーミン

グ論で明らかにするが、それとともに、政治

的機会・フレーミングに影響を与えた地域社

会の社会関係地域社会の社会的ネットワー

クを剔出し、さらに問題解決過程において乃

至その結果として現出しつつある、社会諸関

係及び政治文化の変容メカニズムをソーシ

ャル・キャピタル論を用いて解明する。 

 
４．研究成果 

本調査研究は、韓国と日本の問題解決プロ

セスを通じて現出しつつある社会諸関係及

び政治文化の変容メカニズムを明らかにす

ることを目的としている。本調査研究のファ

インディングスは以下の通りである。 

１．「地方における新たな「公共圏」構築の
可能性」（2003 年～2006 年度基盤研究（C））
研究（新潟県巻町の事例分析）において仮説
的に提示した新たな日本の市民社会モデル
＝「新しい政治文化」型と「地方」の「文法」
を規定する「（新しい政治文化と伝統的諸関
係）折り合い型文化」の並行存立・共存関係
という複合型政治文化を、日本の地域社会で
の事例分析の中で再確認した。 
２．以上の研究で仮説的に提示したモデル
を、韓国の地域社会（ここでは巻町と同様に
国策として地域社会に提示された放射性廃
棄物処理場建設問題を住民投票という方法



によって解決を図った全羅北道扶安郡）で現
出しつつある社会諸関係、それを規定する生
活文法の変容を説明する枠組みとして捉え、
数次にわたる関係者への聴き取り調査を行
い。以下の点を明らかにした。 
(1)今回の扶安郡における放射性廃棄物処理
場建設という問題を解決するプロセスにお
いて、全国レベルの市民運動団体が果たした
役割は極めて重要であるが、それ以上に着目
すべきは韓国において弱いと考えられてい
た地域社会の側のイニシアティブの強さで
あった。 
(2)このイニシアティブを生み出しているの
は、市民的諸関係（橋渡し型ソーシャル・キ
ャピタル bridging social capital）と共同
体的諸関係（結束型のソーシャル・キャピタ
ル bonding social capital）の相互関係（対
抗・共存・依存関係）によるものであるが、
後者の諸関係（既存の伝統的諸関係）は一定
程度以上規定性をもつこと。しかし、それは
面単位で相当の偏差をもつこと。 
 また、これらの諸関係の歴史的規定性が強
い点が明らかとなったが、その規定性を構成
する諸変数に関しては今後の調査研究での
課題となった。 
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